
 

第１回三陸地域水産加工業等振興推進協議会 
 

次  第 
 

日 時：平成２８年４月２６日（火）15:30～17:00 
             場 所：仙台商工会議所 ３階「役員会議室」 

 
 

 

開会挨拶（東北六県商工会議所連合会長） 
 

１．協議会の概要（東北経済産業局長） 

 

２．平成 28 年度事業について（事務局） 

 

 ３．平成 28 年度各機関の取組（会員） 

  

４．意見交換 

 

   閉 会 



(順不同、敬称略）

企業名等 役職 氏名

東北六県商工会議所連合会
（仙台商工会議所　会頭）

会長 鎌田　宏

東北六県商工会議所連合会
（仙台商工会議所　専務理事）

代表幹事 間庭　洋

仙台商工会議所 常務理事 今野　薫
仙台商工会議所　事務局 次長 阿部　昌展
仙台商工会議所　中小企業支援部 部長 佐藤　充昭
青森県商工会連合会
（東北六県・北海道商工会連合会連絡協議会）

専務理事 中嶋　和行

一般社団法人東北経済連合会 常務理事 小野　晋
一般社団法人東北経済連合会 地域政策部長 菅原　秀徳
一般社団法人東北経済連合会 地域政策グループ副調査役 青木　冴美

（独）日本貿易振興機構
仙台貿易情報センター

所長 寺田　佳宏

（独）中小企業基盤整備機構東北本部 本部長 高村　誠人
水産庁  仙台漁業調整事務所 所長 早乙女　浩一
東北農政局  地域連携課 課長 長尾　良弘
同 課長補佐 高橋　恵介
復興庁 統括官付 参事官（産業担当） 間庭　典之
復興庁 統括官付 参事官（農水担当） 田中  晋太郎
同 政策調査官 大島　昌彦
岩手復興局 参事官 菊地　正伸
宮城復興局 参事官 成田　眞
同 政策調整官 篠原　岳志
青森県　観光国際戦略局　国際経済課 課長 三上　洋輝
青森県　観光国際戦略局　国際経済課 主幹 工藤　亮
岩手県　商工労働観光部　産業経済交流課 海外マーケット担当課長 阿部　博
宮城県　農林水産部 次長（技術担当） 小林　徳光
宮城県　農林水産部　水産業振興課 課長 佐藤　靖
宮城県　経済商工観光部　富県宮城推進室 室長 小野寺　邦貢
宮城県　経済商工観光部　海外ビジネス支援室 室長 髙橋　義広
宮城県　農林水産部　水産業振興課 課長補佐（班長） 相澤　信雄
宮城県　経済商工観光部　海外ビジネス支援室 主事 大瀧　東
東北経済産業局 局長 守本　憲弘
東北経済産業局　産業部 部長 木村　研一
東北経済産業局　東日本大震災復興推進室 室長 小林　学
同 室長補佐 石川　俊介
同 室長補佐 高橋　英二
同 室長補佐 椎根　宏佳
同 係長 山本　英明

第1回三陸地域水産加工業等振興推進協議会　出席者名簿

平成28年4月26日



【賛助会員】

企業名等 役職 氏名

塩竈港運送株式会社コンテナ営業企画課 課長 小林　秀明
日本政策金融公庫　農林水産事業  仙台支店　林業
水産課

課長 鈴木　稔久

日本政策金融公庫　農林水産事業　東北地区総括課上席課長代理 岩崎　悟之
株式会社日立ソリューションズ東日本事業企画開発本本部長 庄司　貞雄
農林中央金庫仙台支店 副支店長　 長井　信介
農林中央金庫仙台支店 業務第六班　担当 水谷　耕平
㈱東日本大震災事業者再生支援機構 総務部　主任 今野　昭男
七十七銀行　市場国際部アジアビジネス支援室　 室長 入江　恵一郎
七十七銀行　地域開発部地域開発課 副長 寺澤　修太
商工中金仙台支店　営業企画課 課長 宮本　哲也
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三陸地域水産加工業等振興推進協議会【概要】 
 

 
 
１．目 的 
三陸地域が水産に関する世界のトップブランド・産地として認知されることを目指し、

産官等が、三陸地域における水産加工業及び関連産業の発展や地域産業の活性化に資する

取組を推進することによって、被災地の復興を加速化することを目的に「三陸地域水産加

工業等振興推進協議会（以下「協議会」という。）」を設置。 
 
２．会 員 

協議会は、会員及び賛助会員をもって構成。具体的には次のとおり。 
【会 員】 
東北六県商工会議所連合会、東北六県・北海道商工会連合会連絡協議会、一般社団

法人東北経済連合会、復興庁、水産庁、東北農政局、東北運輸局、東北経済産業局、

青森県、岩手県、宮城県、独立行政法人日本貿易振興機構仙台貿易情報センター、 
独立行政法人中小企業基盤整備機構 
【賛助会員】 
協議会の目的に賛同しその事業に参画・協力する事業者、関係機関 

 
３．役 員 
会 長：東北六県商工会議所連合会長 
副会長：東北経済産業局長 

 
４．今後の活動方針 
 別紙のとおり。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



別紙 

今後の活動方針 
 
１．主な取組 
三陸地域水産加工業等振興推進協議会は、三陸地域における水産加工業及び関連産業の

発展や地域産業の活性化を推進し、被災地の復興加速化を図るため、次の事項について取

り組む。 
 また、各プロジェクトに取り組む事業者及び会員、賛助会員等の関係者が、プロジェク

トの展開や支援に必要な情報の共有等を進めることにより、円滑な事業の推進を図るもの

とする。 
 
Ⅰ．三陸のブランド価値向上に向けたビジョン等の検討 
Ⅱ．推進するプロジェクト 

①水産加工業等の広域連携による取組の国内外への情報発信 
②広域連携による海外展開の促進 
③水産加工業等の高付加価値経営に資するＩＴ活用等の促進 
④企業経営の発展に資する次世代人材の育成 
⑤水産資源を活かした観光の促進 

 
２．当面のスケジュール（想定） 
 平成２８年３月３０日 「三陸地域水産加工業等振興推進協議会」設置 
 平成２８年４月２６日 第１回協議会開催 
平成２８年４月～   水産加工業等の連携による海外展開の取組を随時推進 

 （参考：現時点の取組） 
   ・世界ブランドを創出する「北三陸ファクトリー」プロジェクト（(株)ひろの屋他３社） 
  ・東北新ブランド「Michinoku」の確立プロジェクト（気仙沼水産食品事業協同組合） 
  ・「日高見の国ブランド」輸出プロジェクト（末永海産(株)他５社） 
  ・SANRIKU ブランド水産物輸出プロジェクトチーム（(株)阿部長商店他５社） 
  ・三陸フィッシャーマンズ・リーグ（(株)シーフーズあかま他２５社）他 
平成２８年６月～   「三陸ブランド検討委員会」における三陸のブランド価値向上

に向けたビジョン等の検討開始 
 平成２８年６月７，８日 「第２回東北復興水産加工品展示商談会２０１６」開催 

（主催：復興水産加工業販路回復促進センター（東北六県商工会議所連合会 他） 
 
 以降 順次三陸地域における水産加工品の輸出促進等に向けた取組を推進。 
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